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はじめに
1990年代以降の我が国高等教育改革の中で大学院改
革は重点項目の一つであった．改革を通じて大学院の
規模拡大とともに多様化，弾力化が進められてきた．
大学院学生の数は2008年度に26万人を超え，1990年度
の 9万人から 3倍近く増加した．また，専門職大学院
や夜間・通信制大学院を始め新しい大学院組織が創設
され，加えて社会人や留学生の入学も増えるとともに，
学部 3年次から飛び入学も可能となるなど大学院は多
様で柔軟な教育研究組織として発展してきた（1）．
このような大学院の今後の方向について，中央教育
審議会は2005年「新時代の大学院教育－国際的に魅力
ある大学院教育の構築に向けて－」と題する答申を公
表，これまでの改革を踏まえ，とくに 1）コースワー
クを重視した大学院教育の実質化， 2）評価制度の確
立や世界的研究拠点等による国際的な通用性・信頼性
の向上によって教育研究機能を強化すべきことを提言
した．高等教育のグローバル化が進む中で，「世界規
模での競争力の強化を図ること」を目指した答申で
あった．
しかしながら，このような大学院改革の中で入試に
ついての議論はこれまでほとんどみられなかった．学
部入学者を選抜する大学入試が常に教育改革の重要課
題とされ，中央教育審議会や大学審議会の審議でしば
しば取り上げられたことと対照的である．上記2005年
答申においても大学院入試に関しては「各大学院にお
いては，その人材養成目的や特色に応じてアドミッ
ション・ポリシーを明確にし，それを適切に反映した
入学者の選考上の工夫を行うことが重要である」と述
べるにとどまり，具体的な施策を示してはいない．
大学院が，学部とは違い，少数の入学者を細分化さ
れた研究科，専攻ごとにそれぞれの学問特性に基づい
て選抜するために，入学試験は一般的な政策議論や検
討の対象になじみにくいのかも知れない．また，大学
院入試が与える社会的教育的影響も大学入試よりはる
かに小さいといえる．大学院研究でも入試に関する研
究は驚くほど少ない．たとえば大学院改革を多面的に
論じた研究書『大学院の改革』（江原武一・馬越徹編，
2004年）でも入試に一章を割くことはなかった．
一方で，実態として大学院入試は，社会人や留学生
の増加，飛び入学の導入などに伴ってこれら個別対象
者の枠を設けた特別入試の設置や入試実施回数の複数
化，小論文や面接試験を取り入れた選抜方法の多様化
などが進んでいる．しかし，非常に多様な展開をみせ
ているこのような大学院入試の現状は，教職員の多大
な負担を招いているだけではなく，その選抜方法や評
価基準において，大学や研究科間，あるいは同じ研究
科・専攻においてもそれぞれの入試について「質」を
めぐる問題を生じさせる恐れがないとはいえない．各
大学，研究科あるいは専攻で，さらには各入試区分に
おいて，独自の選抜方法や基準を用いた試験を行って
いるからである．
大学院教育においては，近年，科学技術の進展や社
会の激しい変化に対応できる人材の養成が求められる
ようになっており，「大学院教育の実質化」を提言し
た上記答申でも専門性を高めるだけでなく，「幅広い
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知識」や「幅広い視野」を身につける教育を要請して
いる．しかし，このように求められる「幅広い知識・
能力」の教育は，大学院教育だけで行われるのではな
く，学部教育から行われるべきものであり，学部で修
得したそうした基礎があっていっそう大学院で強化す
ることができる．
そうした観点に立つならば，大学院教育の質的向上
を図るためには，学部教育の成果を問い，大学院教育
を受ける資格を測る大学院入試の機能とその効果的な
活用にも着目すべきと考える．一定の学力水準ととも
に基礎的な幅広い能力を身につけた人材をどのように
選抜して入学させるかは，その後の大学院教育の効果
をも大きく左右する．
この一定の学力水準と幅広い能力を保証する大学院
入試をいかに実施するか．そのためには入試にどのよ
うな仕組みと方法が必要となるのか．これが筆者の関
心であり，本論ではこの関心から全国統一入試と大学
の個別入試という 2段階選抜を行っている中国の大学
院入試を調査研究し，その制度的な特徴と効果，問題
点を分析した．調査研究にあたっては，政府文書や研
究論文，各種報道等による文献調査とともに，政府機
関や試験機関，大学への訪問調査を行った．
1 ．中国大学院制度の概要と規模
中国の大学院入試をみる前に，現行の大学院制度と
規模を確認しておこう（2）．
（1）学位制度
中国には長らく学位制度がなかったが，1980年に「学
位条例」が制定され，翌81年から正式に学位制度が発
足した．学位は，学士（原語同じ），修士（原語・碩士），
博士（原語同じ）の 3種類がある．
学士は 4～ 5年の本科（学部）を卒業し，学業成績
が一定の基準に達している者に，修士は 2～ 3年の修
士課程を修了し，論文審査に合格した者に，博士は修
士取得後 3～ 4年の博士課程を修了したか，または学
術的な実績があり，論文審査に合格した者に，それぞ
れ授与される．
学位授与は，国務院（内閣）により授与権が与えら
れた大学または研究機関が行う．中国科学院などの研
究機関も大学院課程を設置し，学生の教育を行ってい
る．2006年現在，修士授与権を持つ大学・研究機関は
777 （大学461，研究機関316），博士授与権をもつ大学・
研究機関は343 （大学238，研究機関105）となってい
る（3）．
専門職学位
1990年代，高度な職業分野に対応する修士レベル（本
科卒業後 2～ 3年）の「専門職学位」（原語・専業学位）
が創設され，拡大している．
大学が授与する修士の専門分野は「学位条例」（1980
年制定）によって「哲学，経済学，法学，教育学，文
学，歴史学，理学，工学，農学，医学」の10分野と定
められている．各種の専門職学位はこれらの分野には
含まれない学位で，試行という形で設置が認められて
きたが，「複合型」「応用型」人材として専門職学位に
対する社会の需要は高く，種類や規模が年々拡大され
てきている．
専門職学位の創設に伴い，従来の学位を「学術学位」
と呼ぶようになった．
専門職学位のうち「工商管理修士」（MBA）課程は，
最も早く1991年に 9大学で試行が開始され，その後
年々拡大し，2007年には96大学に設置されている．
専門職学位には，このMBAのほか，2009年まで建
築学，法律，教育，エンジニア，臨床医学，農業普及，
獣医，公共管理（公共政策MPA），口腔医学，公共衛
生，軍事，会計，体育，芸術，風景園芸，中国語国際
教育，翻訳，社会活動の18種類が設けられている（4）．
（2）大学院制度
学位制度が整備されるまでの大学院教育は，紆余曲
折をたどって必ずしも制度として安定的なものではな
かった（5）．1976年に文化大革命が終了し，翌77年に中
断していた大学院教育の再開が決定，78年から学生募
集が行われた．さらに，1980年の「学位条例」制定に
よる大学院教育の再編が開始された．学位制度が発足
した1981から修士課程が，翌82年から博士課程がそれ
ぞれ設置された．それまで大学院レベル課程は単一の
課程として設置されていた．
なお，大学院レベル課程を全学的に管理する，独立
した機関としての大学院（原語・研究生院）は1990年
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代半ばまで一部の大学で試行の形で設置されていた
が，1995年「大学院設置暫定規程」の制定により教育
部（制定当時は前身の国家教育委員会）の設置認可に
より正式の機関として設置されるようになった．2009
年現在59大学に独立した組織の大学院が設置されてい
る．その他の大学・研究機関では，学院（学部）や系
（独立した学科）ごとに大学院レベル課程を設置し，
管理運営にあたっている．
（3）大学院の規模
大学院教育の規模は，1980年代以降，学位制度の創
設に伴う大学院制度の整備によって急速に拡大した．
在学者は1980年の 2万人から2008年の130万人へと30
年近くの間に60倍に増加した．ただし，このような一
見急速にみえる拡大も，もともと文化大革命時代（1966
～1976年）に大学院教育そのものが停止されており，
ほとんど一からの再建にならざるをえなかったという
特殊事情があった．
短期大学レベルを含む高等教育への進学率は，2008
年，推計で30％近くになっている（6）．高等教育進学率
は1990年代まで拡大を政策的に抑えられていたため，
5％前後で推移してきたが，1999年に政策転換が図ら
れ，人材養成の需要に応えるため急速な拡大に転じた．
学生募集数は1998年の108万人から2008年の608万人へ
と 6倍に増えた．これに伴って，大学院レベルに進学
する学生数も急増した．
しかし，国際比較でみれば，中国の大学院教育は大
きな規模であるとはいえない．表 2に示すように，人
口千人当たりの大学院在学者数は0.84人（2006年）と
他の 6か国いずれよりも少ない．
2 ．大学院入試
現行の大学院入試を概説する．修士課程の入学者は，
一般に 1次試験と 2次試験の 2段階の試験により，募
集機関である各大学・研究機関が選抜する． 2次試験
は募集機関が独自に実施するが，1次試験段階では 1）
全国統一入試が主たる試験方式として長く実施されて
きており，さらに近年このほかに， 2） 1次試験が免
除される当該年度学部新卒者の募集・選抜，また 3）
在職社会人対象の連合試験による 1次試験選抜が行わ
れている．
在職社会人は全国統一入試にも出願できるが， 3）
は学位のみを取得し，修士課程卒業の学歴が認められ
ない中国独特のカテゴリーの学生のための入試で， 1
月の全国統一入試に先駆け，10月末に実施する． 2）
の推薦学生試験も推薦資格をもつ大学が限られてお
年 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2008
機関数 586 740 … … 738 766 796
在学者数（人） 21,604 87,331 93,018 145,443 301,239 978,610 1,283,046
　注：機関数は大学院課程を置く大学および研究機関数
出典： 国家教育委員会『中国教育成就1980－1985』，『中国教育統計年鑑』1990年版，1995年版，2000年版，2005年版，『中国統計
年鑑』2009年版
表 1　大学院課程を置く機関数および在学者数の変遷
表 2　大学院在学者の人口千人当たり人数（国際比較）
国 日本 アメリカ イギリス フランス ロシア 韓国 中国
年 2008 2005 2006 2006 2006 2007 2006
千人当たり
人数（人）
2.06
4.46
（8.56）
4.03
（9.36）
8.40 1.02 6.12 0.84
　注：アメリカおよびイギリスはフルタイム学生の数値で，（　）はパートタイム学生を含む．
出典：文部科学省『教育指標の国際比較』平成21年版23・24頁
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り，各入試区分ごとの統計は公表されていないが，全
体としてみれば，全国統一入試による 1次試験を受験
する学生が最も多い．
なお，この「統一入試」は「国（教育部）が統一的
に組織する試験」という意味で使用されており，一部
科目が共通試験でなく，募集機関が独自に出題してい
る．また特定対象者（ 4年以上在職の社会人）に教育
部に承認された募集機関がすべて独自に出題する特別
入試もこの統一入試の枠で行われている．したがって
試験自体は厳密には統一入試といえないが，中国の使
用法に従って，ここでは教育部が統一的に毎年 1月に
組織する 1次試験を統一入試と呼ぶことにする．
（1）全国統一入試（ 1次試験）による選抜
1 次試験としての全国統一入試は毎年 1月中旬に実
施され， 1次試験合格者を対象にした各募集機関ごと
に実施する 2次試験をへて最終合格者が決定される（7）．
①全国統一入試
受験資格については，大学本科（学部）卒業，年齢
は40歳までとされている．学歴が専科（短期課程 2～
3年）卒業者も，卒業後 2年以上経過し，本科卒業と
同等の学力をもつと認められる者は，受験が認められ
る．
統一入試の試験科目は，学術学位課程については政
治理論（100点），外国語（ 1か国語）（100点）および
基礎科目（150点），専門基礎科目（150点）の 4科目（500
点満点）である．専攻分野（教育，心理，歴史等）に
よっては基礎科目と専門基礎科目を合わせた 1科目
（300点）になっている．政治理論，外国語と一部の専
門関連科目（基礎科目）を教育部または教育部が委託
した機関が共通試験問題を出題する．他の科目は募集
機関が独自に出題する．
なお，在職 4年以上の社会人に対して将来所属機関
に戻ることを条件とする特別入試を北京大学を始め
160大学で統一入試の一環として行っているが，この
場合，試験問題をすべて募集機関が独自に出題する．
試験科目は一般の 1次試験と同じである．募集人数は
極めて少ない．
② 1次試験合格者の決定
2次試験に進む 1次試験合格者は各募集機関が決定
するが，その際，合格基準の目安として教育部が，年
度募集学生数合計，出願状況および 1次試験成績に
よって 2次試験受験者決定のための 1次試験合格最低
ラインを確定する．最低ラインは各専攻分野ごとに総
合点数および各試験科目について定めている．ただし，
教育部が承認した一部大学（北京大学等34大学）は大
学独自に最低ラインを定めることができる．単独入試
の受験者の 1次試験合格最低ラインは各機関が定める．
1次試験合格者は，定員の120％を目安に決定する．
③ 2次試験および最終合格者決定
2次試験は，各募集機関が独自に実施する．近年，
選抜過程での 2次試験の比重が高まる傾向にある．筆
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記試験，実践（実験）操作能力試験，面接試験等が行
われ，専門的な素質・能力（外国語ヒヤリング含む），
総合的な資質・能力（思想政治的態度，専門外の学習
成績，協調性等の人間性，人文素養等）を審査すると
されている．
最終合格者は， 1次試験および 2次試験の総合成績
によって決定される． 1次試験成績と 2次試験成績の
比率は募集機関・学科専攻によって異なるが， 2次試
験成績を30～50％配分するよう指示されている．また，
2次試験でも合格最低ラインを設け，これを超えない
と最終合格者に選抜しないようにしている（8）．
（2）推薦学生の試験選抜
優秀な学生を早期に確保するための方策として，
1980年代半ばから推薦入学が実施されてきた．選抜方
式は途中幾度か変更されるが，1990年代半ばから現行
方式の 1次試験免除，一般学生に先駆けての 2次試験
による選抜という方式が実施されてきている．
学生を推薦できる大学は博士学位課程をもつなど一
定の資格要件があり，推薦できる学生の割合は大学に
より卒業生総数の15％～ 2％程度が定められている．
募集機関は書類審査で 2次試験受験者を決定， 2次試
験によって合格者を選抜する．2009年，推薦権をもつ
大学は209校，推薦による入学者は6.4万人，修士課程
入学者総数の15.4％を占めている（9）．35％以上を他大
学出身者が占めるようにされている（10）．
（3）在職者対象の連合試験による選抜
在職社会人の募集は，通常，学部新卒者と同様統一
入試の枠内で行われてきたが，1990年代以降，専門職
学位が導入され，その募集対象の多くが在職者とされ
たことにより，新たな入試が開発されることになった．
この入試は，統一入試の枠内で実施する入試とは別に，
一般の修士学位課程の在職社会人募集と合わせ，別の
時期に「連合試験」という形態で実施されるようになっ
た．
この在職者対象の連合試験は，教育部が組織実施す
る 1月の統一入試におけるのと同じ全国共通試験であ
るが，当初いくつかの募集機関が「連合」で試験を実
施したため，この流れをくむ試験を引き続き「連合試
験」と呼んでいる．連合試験は国務院学位委員会所管
の全国学位・大学院教育発展センターに委託して実施
している．
この連合試験は 1次試験であり，毎年10月末に実施
される．通常 4科目からなるが，一部専攻分野では総
合試験を実施し，科目が少なくなっている． 1次試験
合格者が各募集機関が独自に行う 2次試験を受験，総
合成績で最終的な合格者が決定される（11）．
なお，この10月に連合試験で入学する在職学生は，
在職のままパートタイムで履修する形態が多い．その
場合，学位取得までの年限は通常のフルタイム 2～ 3
年よりも 1～ 2年長くなっている．また，学位取得は
可能であるが，学歴認定において統一入試により入学
した学生と同等の「修士課程卒業」の認定は受けられ
ないという区別がなされている（12）．
3 ．一定の学力水準と幅広い能力の保証
以上が大学学部から大学院へと入学する修士課程の
入試概要であるが，本論の課題である入試における一
定水準の学力および幅広い能力の確保といった観点か
ら，改めて中国の大学院入試における特徴をいくつか
指摘したい．
（1）共通試験（統一入試・連合試験）
大学院入試は，推薦入学を除き，基本的に 1次試験
と 2次試験の 2段階からなっている．教育部はこの 2
段階選抜方式の意義について，
・ 1次試験は統一試験によって，共通する基本的な
資質，一般的な能力を測定する
・ 2次試験は専門的な能力，潜在能力，創造性，ま
た総合的な資質（責任感，積極性，協調性など）
を測定する
と語っている（13）．
1 次試験は大学院教育を受けるための「基本的な資
質」「一般的な能力」を測定し，その資質能力の一定
水準を確保するものであるとの位置づけである．
また，中国のいわゆる統一入試における共通試験問
題を利用する試験科目も1980年代以降の入試改革に
よって増えてきている．さらには，その共通試験にお
いて総合試験的な内容をもつ試験科目が出題されるよ
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うになっている．
学術学位課程 1次試験
1次試験科目の変遷をみると，1980年代後半までは
「政治理論」「外国語」「基礎科目」「専門基礎科目」「専
門科目」の 5ないし 6科目とされていたものが，1987
年入試から 5科目となり，さらに2003年に「専門科目」
が 2次試験で行うこととされ，4科目に減らされた（14）．
このうち政治理論と外国語はすでに1980年から共通
試験が行われていたが，1987年に工学系および経済学
系の数学，農学の基礎科目および専門基礎科目，医学
の基礎科目としての総合試験がそれぞれ全国共通試験
となった（15）．数学はその後分野が拡大してすべての
分野で共通試験となった．
1987年の共通試験科目拡大には，当時の 1次試験に
対する問題提起が背景にあったと思われる．1986年 6
月に北京，上海の20数大学学長を含む大学院教育会議
で，大学院入試に対し， 1）試験科目が限られ，出題
範囲が狭い， 2）専門関連の大学独自出題科目には統
一した基準がない， 3）試験内容が知識偏向で，実践
経験をもつ社会人受験者に不利になっているなどの問
題が指摘されたが，共通試験の拡大はこの 1）と 2）
の指摘に対応したものとみられる（16）．
共通試験は，さらに2007年教育学，歴史学，医学の
分野で，2008年には農学で，2009年はコンピュータ科
学でそれぞれ「専門基礎総合」が実施されるようになっ
た．教育学，歴史学，医学の専門基礎総合は従来の基
礎科目と専門基礎科目を合わせた総合試験で，配点が
300点，試験科目は政治理論と外国語との 3科目となっ
た．農学，コンピュータ科学では専門基礎総合科目は
150点で，さらに大学出題の専門基礎科目150点が課せ
られ， 4科目は変わらない．
なお，「総合試験」の考え方はすでに1980年代初め
からあった．1983年入試で一部専攻について 5～ 6科
目の試験に加え，「総合試験」が試行され，翌年全面
実施された．総合試験は大学本科の基礎知識，基礎理
論および基礎技能，またそれらの知識を応用した問題
の分析・解決能力，思考能力を測定し，知識能力の偏
向を防止する目的をもつ試験とされた．しかし，負担
が大きく，準備不足もあり，1985年には総合試験は行
われなかった（17）．その経験を踏まえて再導入が試み
られたのであった．
専門職学位課程 1次試験
専門職学位課程の 1次試験でも，共通試験および総
合試験が実施，拡大されてきている．
専門職学位で最も早く1991年に導入された工商管理
修士（MBA）課程は，在職者を対象として学生募集
が行われたが，試験は 1次試験（ 5科目）・ 2次試験
とも募集大学ごとに出題されていた．しかし，1997年
入試の 1次試験はこの大学ごとの単独入試から当時
MBAを開設していた26大学共通の連合試験となっ
た．連合試験の科目は外国語，数学，企業管理，言語・
論理の 4科目で，政治は大学ごとの出題となった．連
合試験の出題は全国工商管理修士教育指導委員会が担
当した（18）．
1996年に導入された法律修士学位の入試でも， 1次
試験は当初募集大学ごとの出題であったが，2000年入
試から連合試験となった．試験科目は政治，外国語，
専門 3科目（刑法，民法，総合試験）とされ，政治，
外国語が全国統一入試の試験問題を利用，専門 3科目
が教育部の委託によって全国法律修士専門職学位教育
指導委員会が担当することになった． 1次試験の合格
最低ラインは，同じく，教育部が確定した（19）．
その後，工商管理修士，法律修士の 1次試験の連合
試験科目は，2003年学術学位課程の統一入試科目を 5
科目から 4科目に削減した措置にならい，同じく 5科
目から 4科目に減らした（21）．
工商管理修士の 1次試験科目については，さらに
2005年から 4科目を 2科目に変更した． 2科目は英語
（100点）と総合能力（200点）となった．これは受験
者が様々な教育歴・専攻に広がっている状況に照らし
て， 1）筆記試験の比重を軽くする， 2）総合的な問
題を出題することで， 1次試験自体のハードルを低く
し，面接を含む 2次試験でさらに総合的な能力と管理
能力を試験するための措置と説明された（21）．2010年
入試では公共管理（MPA）と共通の「管理系総合試験」
が新たに行われている．
なお，その他の専門職学位課程についても，統一試
験の枠組みで入試の 1次試験を行っているが，連合入
試は行っておらず，統一入試の共通試験を利用するか，
大学独自の試験によって選抜を行ってきている．
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在職者対象連合試験
在職者対象の連合試験は2001年から10月末の 2日間
に行われるようになった．統一入試の 1月より 3か月
早い実施である．2001年は工商管理修士（MBA）は
じめ 7つの専門職学位と一部学術学位課程の募集，入
試が行われた（22）．以後毎年実施され，2009年の連合
試験では17課程の入試が行われた．
連合試験の試験科目は学位課程によって異なるが，
エンジニア修士はじめ 8学位課程では修士課程入学資
格試験（GCT＝Graduate Candidate Test）を課して
いる．GCTは，言語表現能力，数学基礎能力，論理
推理能力，英語運用能力の 4部分からなる客観テスト
であり，各分野100点の400点満点となっている． 8課
程のうち， 6課程はGCTのみで， 2課程が大学が出
題する専門基礎科目を加えている．
その他の課程は外国語を含む 2～ 4科目である．教
育修士など一部の学位課程では大学が独自に出題する
課程もある（23）．
このように，共通試験の科目数を増やしている背景
について，「公平公正」のため（教育部入試センター）
という説明もあるが，また大学による個別の出題から
共通試験に変更することで， 1）試験問題の質の維持
向上を図り， 2）漏洩などの事故を防ぐ安全管理を徹
底する（教育部）という狙いもある（24）．
1 ）は一定の学力水準を確保するという意味にとっ
てよいであろう．また，その中で総合問題を取り入れ
ていることについては，共通の幅広い学力基礎を求め
ていると理解できよう．
（2） 1次試験合格最低ラインの設定
1 次試験である統一入試から 2次試験に進む受験者
を決定する際，国（教育部）が合格最低ラインを確定
し，このライン以上の成績の受験者から 1次試験合格
者を決定している．これも一定の学力水準を確保する
ための方策である．
1次試験合格者決定の際の基準設定については，長
らく募集機関に委ねられていたが，1998年入試から教
育部が 1次試験成績について合格最低ラインを決める
ようになった．最低ラインは，地域ごとの格差を考慮
し，募集機関の所在地によって 3地域に分け，分野ご
とに総合成績と 1科目当たりの成績について定めるこ
とになった．
また，2003年からは北京大学や清華大学など威信の
高い大学34校については，こうしたグループ分によら
ず，独自に最低ラインを決定することが認められるよ
うになった（25）．
（3） 2次試験における専門能力・総合能力の判定
1 次試験で共通する基礎的な学力，一般的な能力を
測定し，そこで絞られた受験者を対象にさらに専門的
な能力や総合的な資質を測定するという現行 2段階選
抜方式が最初から採用されていたわけではない．
2次試験の実施について，1981年および1982年の入
試では募集機関が決定する事柄とされていた． 2次試
験が義務づけられるようになったのは1983年入試から
であった（26）．
2 次試験に進む 1次試験合格者の決定については，
1）その人数をどの程度に設定するか， 2）どのよう
な基準を設定するか，という問題があった．
1）の人数設定については，1983年入試の際，教育
部から「募集人数の1.5倍程度を目安」にし， 2次試
験を「 1次試験の補助試験」としてはならないとされ
た． 2次試験に実際の選抜機能を維持すべきことが説
かれたのであった．しかし，その後の実際の 2次試験
においては多くの大学で定員とほぼ同数の 1次試験合
格者を対象に実施するようになり（等額復試），実質
的な選抜がなくなる結果となった．こうした状況に対
し，教育部は改めて 2次試験に選抜機能をもたせ，そ
の比重を高めるため，2003年から 1次試験合格者を募
集人数を20％程度上回るよう募集機関に求めるように
なったのである（27）．
また，2）の 1次試験合格者決定の基準については，
上記のように教育部が1998年から合格最低ラインを設
定するようになった．
こうして 2次試験の比重を高める方向のもとで，教
育部が2006年 2 次試験の実施方法・内容についてガイ
ドライン（「関於加強碩士研究生招生復試工作的指導
意見」）を出し，次のように指導した．
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主たる方法：①筆記試験（専門科目）
　　　　　　②実践（実験）能力審査
　　　　　　③面接試験
　　　　　　　（ 5人以上の面接官， 1人20分以上）
　主たる内容：① 専門能力の測定（学部成績，専門理
論知識，問題の発見・分析・解決能
力，外国語ヒヤリング能力，創造性
等）
　　　　　　　② 総合的資質能力（思想・政治的態度，
専門以外の学習・研究・社会活動，
起業精神・責任感・規律・協調性，
人文的素養，礼儀等）
③健康診断
判定：① 2 次試験不合格者は最終合格者としない
　　　② 最終合格者は 1次試験と 2次試験の総合成
績で判定． 2次試験の比率は一般に30－
50％とする
なお，外国語ヒヤリングについては，2002年から 1
次試験の統一入試に初めて導入され，翌2003年から
20％をヒヤリング点として算入することになった．し
かし，専門分野ごとに外国語の要求水準が異なること
から，2005年から 1次試験から外し，各募集機関ごと
の 2次試験でヒヤリング試験を実施することになった
ものであり，必須試験項目である（28）．
北京師範大学の例
このようなガイドラインのもとで個別大学は学部や
学科専攻ごとに独自の 2次試験を実施している．北京
師範大学の2009年入試における 2次試験とその総合点
における配分をいくつかの学院（学部）・系（独立学科）
についてみると，次のようになっている（29）．
1 ）教育学院（ 2次試験400点）（240点未満不合格）
　　① 筆記試験（各専攻の総合基礎）150点（90点
未満不合格）
　　② 面接試験（外国語口述試験50点含む）250点
（150点未満不合格）
　　　（ 1次試験を含む総合点数に占める割合44％）
2）心理学院（500点）（300点未満不合格）
　　①筆記試験（ 4科目）300点
　　② 面接試験（専門口述試験　英語口述試験）
200点
　　　（総合点数に占める割合50％）
3）歴史学院（240点）（144点未満不合格）
　　①筆記試験（専攻ごと 1科目）100点
　　② 面接試験（総合面接120点　英語口述20点）
140点
　　　（総合点数に占める割合32％）
4）物理学系（220点）（132点未満不合格）
　　① 筆記試験（各専攻ごとに 1科目）100点（60
点未満不合格）
　　② 面接試験（総合面接100点　英語口述10点　
英語ヒヤリング10点）120点（60点未満不合格）
　　　（総合点数に占める割合31％）
5）化学学院（300点）（180点未満不合格）
　　① 筆記試験（化学実験基本原理・基礎知識）
100点
　　② 面接試験（専門分野面接180点，外国語口述
20点）200点
　　　（総合点数に占める割合38％）
6）生命科学学院（200点）（120点未満不合格）
　　①筆記試験（生物学および英語翻訳）50点
　　② 面接試験（専門知識・応用，外国語口述，総
合資質）150点
　　　（総合点数に占める割合29％）
いずれの学院でも筆記試験と面接試験を行い，また
2次試験の合格ラインを定め，これを超えなければ最
終合格者になれないことも教育部ガイドラインのとお
りである．一部学院で 2次試験の点数配分がガイドラ
インの30％を下回ったが，教育部のガイドラインは目
安であってとくに問題はないとの大学の説明であっ
た（30）．
（4）推薦学生の試験選抜
優秀な学部卒業者を大学に推薦させ，一部の選抜過
程を免除して入学させる推薦入学が1980年代前半から
実施されてきた．
教育部によれば，その目的は 1）学生に対する勉学
の刺激， 2）資質の優れた学生の確保と外国への流出
防止（31）とされ，これも一定の学力水準を保証する措
置の一つとみることができるであろう．
推薦入学が初めて実施されたのは1984年入試であっ
─  9  ─
た．このとき推薦を受けた学部新卒の学生は 1次試験
を受験し，2次試験を免除されるというものであった．
翌1985年は国が重点的に支援する大学として指定した
100校程度の「全国重点大学」の学部新卒者に限られ，
推薦された学生は 1次 2次試験とも免除され，出身大
学以外の募集機関に出願することもできた．このとき
の推薦学生の割合は，推薦する当該大学においては新
卒者総数の 5％以内とされ，募集機関においては募集
人数の30％以内とされた．この年169大学で3,300人余
りの推薦学生が入学した（32）．
その後，在職社会人の募集を大学院入試の主たる対
象とする政策への転換によって，新卒者の募集が縮小
され，このため1990年入試では学部新卒者の出願者は
すべて推薦学生に限定し，統一入試（ 1次試験）を受
験せず，募集機関の試験または審査を受けて選抜され
ることになった（33）．
しかし，こうした措置は在職学生の別枠募集選考な
ど新たな政策とともに見直され，1996年に制定された
大学院修士課程の募集管理規程（国家教育委員会「招
收攻読碩士学位研究生管理規定」）では，現行方式に
つながる新たな推薦入学の実施方法が示された．同規
程では，推薦入学は教育部（当時は国家教育委員会）
が承認した大学が優秀な学生を推薦し，出願を受けた
募集機関は 1次試験を免除し，募集機関がそれぞれ独
自の 2次試験を行って合格者を選抜する方法で行われ
ることになった（34）．
現在の推薦入学の実施方法は，教育部が2006年につ
いて定めた規程に基づいている．それによれば，
1）学生を推薦できる大学は博士学位課程をもつな
ど一定の資格要件をもつ
2）推薦できる学生の割合は独立した大学院組織を
もつ大学（59校）では卒業生総数の15％程度，研
究予算重点配分プログラムである「211工程」に
指定されている大学（100校あまり）では 5％程度，
その他の大学は 2％を原則とする
3）募集機関は書類審査で 2次試験受験者を決定，
2次試験によって合格者を選抜する
という内容である．
実施大学，学生ともにきわめて限定的である点も，
一定の学力水準を確保する措置として機能しているこ
とを示すものである．推薦権をもつ大学は209校で
1000校以上ある 4年制大学の 5分の 1程度であり，推
薦による入学者は6.4万人，修士課程入学者総数の
15.4％を占めているにすぎない（35）．
また，各募集機関による 2次試験は，統一入試（ 1
次試験）に合格した一般受験者の 2次試験より早く，
通常前年10月に行われるが，内容および難度は統一入
試合格者対象の 2次試験と同等のものとして実施され
る．受け入れる学生の35％以上を他大学出身者が占め
るようにされている点は，門戸開放の公平性と情実入
学防止を考慮したと考えられる．
さらに，推薦入学に関連して，卒業学年に進級する
年の夏休みに推薦資格をとれる見込みの学生を「サ
マーキャンプ」（夏令営）と称するセミナーに集め，
大学院の紹介とともに講義や面接を通じて選抜を行う
試みも一部大学で近年実施され始めた．
復旦大学の例
2009年度入試における推薦学生の試験選抜は，次の
ような要領で行われた（36）．
・対象：本学および全国重点大学（100校程度を国
が指定）当該年度本科卒業者．
・出願：志願票，推薦状，成績証明書，英語水準証
明書等の出願書類を 9月26日まで大学院学生募集
事務室まで送付．
・選考：各学院・系等で出願書類を審査， 2次試験
受験者を選抜． 2次試験を10月中旬までに実施．
復旦大学出身者の推薦は教務処が学業成績をもとに
希望者の中から決定，推薦学生は大学院学生募集事務
室に出願した．
2次試験は他大学出身者と一緒に実施．全国統一試
験を受ける一般学生と同じ内容・水準で実施された．
募集総定員2,800人のうち推薦学生は800人（約 3割）
であった．推薦学生定員800人に対し，約1,000人を 2
次試験で試験した．他大学出身者からは700～800人が
出願してきた．
推薦学生は入学後の成績がよく，能力が高いので，
積極的に受け入れる方針を採っているという．
＜サマーキャンプ＞
復旦大学では，優秀な学生を採用するのに効果的な
方法として2008年に管理学院で開始．2009年には 7つ
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の学院（学部）・系（学科）が実施した．
サマーキャンプ（「優秀大学生夏令営活動」）は，夏
休みに学部 3年生を対象に数日間実施，学院・系の紹
介や学術講演，見学，学生との交流などを行う．最終
日に面接を実施，推薦入学の合格者を決定する．この
ため，参加者には推薦学生の基準を満たしていること
が求められる．合格者は，通常の推薦学生のための選
考および統一入学試験手続きを経ずに入学が決定する．
経済学院の例では，2009年80数名の参加者のうち20
名を合格とし，入学を決定した．参加学院・系は拡大
の方向にある．
他大学（北京大学・清華大学等）も実施している．
教育部の承認は不要とされる．
4 ．考察
一定の学力水準と幅広い能力の確保という観点か
ら，中国大学院入試の特徴的な実施方法をみてきた．
こうした大学院入試の効果や問題点について，改めて
我が国や韓国の例とも比較しながら，いくつか検討し
てみたい．
（1）時間と労力を掛けた 2段階選抜
中国の大学院入試は， 1）統一入試を中心とする 1
次試験と 2）募集機関である各大学や研究機関が独自
に実施する 2次試験の 2段階になっている． 1次試験
では基礎学力や一般的な能力を判定し，これをクリア
した 2次試験で専門能力や人物を含む総合能力を判定
するという仕組みである．このような 2段階の選抜に
よって大学が求める優秀な学生が獲得できていると，
本研究調査のため筆者が訪問した北京大学や復旦大学
などの関係者は，口を揃えて評価していた．
この 2段階選抜は，例年10月の出願，書類審査に始
まり，1月の 1次試験統一入試，3～ 4月の 2次試験，
合格決定と時間を掛けて行われる．そうした入試業務
は，全学的な大学院入試委員会とその事務局としての
大学院入試課（または入試事務室），および各学部学
科の大学院入試委員会や教務担当部署が担当してお
り，これは学部入試とは別の組織系統として整備され
ている．別の時期に実施される推薦入学や在職社会人
特別入試も若干の違いはあれ，基本的には 2段階選抜
方式と変わらない．このように時間と労力を掛け，全
学組織的に大学院入試を行っているという点では，我
が国や韓国にはみられない中国の大学院入試への強い
意気込みがうかがえる．
学部入試においては，我が国や韓国でも大学入試セ
ンター試験や大学修学能力試験（韓国）といった共通
試験と個別大学の試験との 2段階の試験選抜方式が採
られて久しいが，大学院入試については大学および研
究科・専攻の個別試験による選抜となっている．社会
人や留学生を対象とする特別入試や複数の受験機会提
供などによって，入試業務自体はけってして軽くはな
いが，それが全学さらには大学を超えた全国や一定大
学間の組織的な実施とはなっていない．
全国統一入試や連合試験といった個別大学を超えた
入試方式導入の背景には，入試に公平公正を強く求め
る社会や学生側の意識，また公平公正を求めざるをえ
ない情実入学を生みやすい風潮など，社会事情のちが
いもあろう．韓国では学部入試で公平性を非常に強く
求める受験競争の激しさがある一方，過剰に拡大した
大学院では学力を審査する厳格な入試は受験者離れを
起こす懸念があるといって，大学院入試に厳格さを求
め得ない事情もある（37）．
さきにみた大学院の規模のちがいも当然背景として
はあるであろう．しかし，大きな大学院規模をもつア
メリカの大学も，民間（教育テスト事業団ETS）の
テストではあるが，「大学院入学資格テストGRE」を
選抜に利用している例もある（38）．
また，中国の 2段階選抜方式には，長い選抜過程と
試験準備のために，不合格になって就職への進路変更
を行った場合に，就職活動に後れを取る懸念も学生側
にある．社会や大学の入試への負担と合わせ，検討す
べき課題であると思われる．
（2）質と幅を確保するための共通試験
1 次試験として行われる統一入試では， 3科目ない
し 4科目の試験が課される．政治理論，外国語および
基礎科目または専門基礎科目である．このうち政治理
論と外国語は早くに共通試験となっていたが，基礎科
目および専門基礎科目でも共通試験を行う専攻分野が
増えている．共通試験は，公平公正という側面もある
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が，試験問題の一定水準を確保するものであり，それ
によって受験生の学力水準を正当に評価できるように
なる．
また，幅広い知識能力を保証する試験としても機能
している．政治理論はマルクス主義や毛沢東思想，政
治経済の理論や動向など「社会主義中国」の高度な専
門人材として身につけておくべき知識を試験するもの
であるが，理系の人間にとっても哲学や政治経済など
が必須となっている．外国語も専門に関わらない一般
的な力を求めている．
基礎科目というのは，法律や経済，教育，文学，理
学，工学，農学といった大分類の分野ごとに共通の基
礎科目として修得しておくべき知識を試験する試験科
目である．専門基礎科目というのは，この大分類から
細分した中分類の分野の基礎として設けられた試験で
ある．ちなみにさらに細分した専攻分野の試験が「専
門科目」として2002年まで統一入試（各大学出題）に
入っていたが，2003年から 2次試験で実施されるよう
になった．
この基礎科目にも1980年代後半一部専攻分野で共通
試験が実施されるようになり，1990年代には専門職学
位課程の設置増加に伴って工商管理や法律修士課程な
どで連合試験と称して共通試験が実施され，さらに
2007年以降学術学位課程でも歴史や教育，心理，医学，
農学，コンピュータ科学などの分野で共通試験が導入，
拡大してきている．教育，心理，医学などでは専門基
礎科目を合わせた「専門基礎総合」という総合試験科
目になっている．この総合試験という試験科目の実施
も，幅広い基礎知識や能力を求めるものである．
ただ，共通試験の問題点として，学部段階から大学
院を目指す学生が受験対策に走り，求められる「幅広
い」知識を詰め込む学習に明け暮れて，専攻分野の専
門能力を身につけるのが後回しになるという指摘もあ
る（39）．「暗記型」受験学習の弊害が大学院教育までも
続いているという．
より狭い範囲の専門科目試験を 1次試験から 2次試
験へ回し（2003年），専門能力を測る 2次試験の比重
を高める最近の傾向は，こうした問題への対応にも
なっていると考えられる．
しかし， 1次試験合格者の目安が募集定員の 2割増
し程度であり，かなりの受験生が振るい落とされる現
状からは，やはり 1次試験の共通試験対策がなお大き
な意味を持っている． 1次試験対策が優先される状況
は容易には変わらないであろう．
（3）国の関与と強い指導
2 段階方式の選抜と 1次試験における共通試験と
いった中国の大学院入試を特徴づける制度設計は，各
大学の総意としてもたらされたものではない．そこに
は中国政府の国家としての強い政策志向があった．毎
年，中央政府の教育部が各大学の募集定員を最終的に
定め，試験選抜の実施要項（受験資格，出願，試験，
選抜等を規定）を作成発表し，これに基づいて試験選
抜が行われている．また，各大学に任されている 2次
試験についても教育部がガイドラインを出している．
推薦入学も推薦資格をもつ大学の指定や推薦学生の割
合，選抜手続きを教育部が定めている．
合格者の決定権は大学や研究機関の各募集機関に委
ねられているとはいえ，このように国は入試の具体的
で詳細な事項まで定め，指導している．
我が国では学部入試では同様に「入学者選抜実施要
項」を文部科学省が公表し，これに沿った入試の実施
を求めている．これは大学入試がもつ社会的教育的影
響の大きさによるものと思われるが，大学院入試につ
いてはこのような要項はなく，国の関与はきわめて小
さい．
この違いは，試験選抜そのものに対する社会や学校・
大学における意識の相違もあろうし，大学入試が高校
から大学へと異なる種類・段階への移行であるのに対
し，大学院入試は同じ大学という学校種または同一の
学校内での移行という点で社会的教育的影響がより少
ないという事情もあると思われる．
しかし，中国について言えば，このような国の強い
関与，行政指導がなければ，現行の大学院入試制度は
ありえなかったであろう．我が国の大学院入試制度の
改革を今後真剣に考えるならば，この問題を政策次元
へと押し上げる力が必要になってくるであろう．そう
した力が生まれるには，大学自身の大学院教育への点
検が不可欠の要件であり，その点検に基づいた大学院
教育の水準維持，高度な専門人材養成のための入試の
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在り方が広く議論されなければならない．
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学研究生院招生弁公室インタビュー（2009年 9 月17
日）．復旦大学は北京大学や上海交通大学と並ぶ中国
で最も権威のある大学のひとつで，上海市にある．
（37） 韓国の大学院入試についての論文や情報は我が国で
ほとんど見あたらず，筆者は2009年 9 月韓国に教育
技術部，高麗大学，韓国教育開発院，全北大学など
を訪問，実態や政策を調査した．本論での指摘はこ
のときのインタビューおよび収集資料に基づく．教
育技術部によれば，トップの大学以外，多くの大学
で大学院定員を満たしていない．修士課程は2004年
統計では，充足率が100％を大きく割る分野が出てき
ている．とくに低いのは，人文（56％），工学（63％），
理学（69％）である．
（38） 文部科学省『諸外国の高等教育』2004年，33頁
（39） 北京師範大学国際与比較教育研究院次長インタ
ビュー（2009年12月14日）

